別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名：地域子育て創生事業費・補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
健康福祉部　子ども家庭課　子育て支援担当　電話番号：058-272-1111（内2629）

　　E-mail：mailto:c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：442,000千円（前年度予算額：411,466千円）
	事業内容


	１　事業の内容


都道府県又は市町村は、国が「平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営について（平成２１年３月５日２０文科初第１２７９号・雇児発第０３０５００５号文部科学省初等中等教育局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）」に限定列挙した次に掲げる①～⑩の支援について、地域の実情に応じた創意工夫のある取組を実施する。当該事業の実施により地域の実情に応じた子育て支援事業を実施することが可能となり、もって安心して子どもを生み育てることができる岐阜県作りに寄与する。
【地域子育て創生事業対象事業】

①地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動の立ち上げ支援
  　　②地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのきめ細かな子育て支援活動を促
進するための支援
  　　③経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育成環境を確保するための支援
  　　④育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うスタッフの派遣により、育児期の孤立感や
育児不安の解消を図るための支援（家庭支援スタッフ訪問事業）
  　　⑤放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支援（放課後子どもプラン連携促進事）

  ⑥病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預かる社会基盤の構築を促進する
ための支援
  　　⑦ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実施を促進するための支援      ⑧安心・安全な出産に向けた妊婦等支援教室や家庭訪問等による支援（妊娠出産前支援事業）

⑨地域子育て支援拠点事業の従事者や放課後児童健全育成事業の指導員の資質向上を図るため
の支援、人材育成支援

⑩賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事業等を実施するため
の賃借料等の支援、病児・病後児保育事業に係る感染症対策等に必要な備品費等の支援
（１）地域子育て創生事業費補助金（単補）

　　　市町村等の実施する子育て支援事業に対して補助を行う。

　　　【事業例】

　　　・授乳室・子ども用トイレ等整備事業

　　　・地域住民との協力による保育所園庭の芝生化事業

　　　・子育て支援ネットワーク構築事業

　　　・保育所等における新型インフルエンザ特別対策事業（空気清浄機の設置等）
　　　・安心こども基金文庫設置事業

　　　・三人乗り自転車の普及啓発事業

　　　・安心・安全な出産に向けた妊婦等健康支援事業　　　等

（２）地域子育て創生事業費（任意）

　　　・病児・病後児保育研究会事業
　　　・ファミリー・サポート・センター事業の広域実施等推進事業
　　　・安全なお産をささえるためのいのちの教育対策強化事業
　　　・多胎妊婦支援事業　　　等

（３）地域子育て創生事業費（施設整備）

　　　・県有施設における授乳室・子ども用トイレ等整備事業　　　
	２　所要経費


（１）地域子育て創生事業費補助金（単補）
250,000千円（市町村分：200,000千円、県分：50,000千円）
（２）地域子育て創生事業費（任意）
 177,000千円（報償費：1,000千円、旅費:2,000千円、需用費：6,400千円、
役務費：2,000千円、委託料：159,100千円、資料料及び賃借料：5,000千円、備品購入費：1,500千円）
（３）地域子育て創生事業費（施設整備）
　　　15,000千円（工事請負費：15,000千円）
   　 
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　１　子どもを生み育てやすい地域をつくる

○地域での子育て支援を充実する。
	　　２　これまでの取組状況


　平成２１年度から県は「地域子育て創生事業」を活用し、市町村等が地域の実情に応じて実施する創意工夫のある子育て支援活動に関する取組に対し、財政支援を行うとともに、県自らも当該事業を活用し子育て支援事業を展開している。
　現在県内４２市町村とも当該事業を活用し、公共施設における授乳室・子ども用トイレ等整備や子育て家庭向けの文庫の設置等の子育て支援事業を実施している。

　
	３　これまでの取組に対する評価


　平成２１年度から実施されている「地域子育て創生事業」については、平成２１年度から平成２２年度までの事業費として９１１，４６６千円が配分された。

県及び県内全市町村は、当該事業を活用しこれまで様々な子育て支援事業が展開し、現在その配分額のほぼ全額について使途が決定している。
　特に市町村実施事業については、平成２１年度及び平成２２年度ともに予算額を超えた事業実施要望があったことから、両年度ともに増額補正予算により対応を図ってきた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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